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経済成長における移行動学と収束に関する実証分析

－修正された AugmentedSolow Modelによる実証分析－
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1. 序

片 桐 昭 司

先進国と発展途上国の経済格差，いわゆる南北問題が指摘されて以来，経済

成長理論に関する様々な議論が交わされてきた。たとえば，固定的な資本－産

出比率（資本係数）を基礎としたハロッド＝ドーマーの経済成長モデルl，人口

成長率と技術進歩率を外生的に扱った Solow[1956］による新古典派成長モデ

ルが提示され，経済成長の分析がなされてきた。しかしながら内生的成長論者

は，これら新古典派成長理論では実証分析の結果に対して十分な説明をなすこ

とができないと主張している。すなわち， Romer[1986], Lucas [1988], King 

and Rebelo [1993］では，新古典派成長モデルで、提示されているような初期所

得水準と経済成長率の聞の負の相関関係は成立しないし， 1人当たりの所得水

準も同じ水準に収束（unconditionalconvergence）しないというものである。

Romer日986］や Lucas[1988］等は，現実の経済格差を説明するために，知

1 Harrod, R. F.，“An Essay in Dynamic Theory，” Economic journal, Vol. 

XLIX, (1939), および Dorner,E. D.，“Expansion and Employment，” American 

Economic Review, Vol. XXXVII, (1947）を参照
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識への投資あるいは人的資本の外部効果を導入することにより，内生的成長モ

デノレを展開している。特に Romer[1986, p. 1003］は，『異なる国々の一人当

たりの産出量の水準は収束する必要はなく，成長は後進国において緩慢に持続

するかもしれないし，全く起こらないことさえあるかもしれない』と言及して

いる。

こうした状況のもとで， Mankiw等口992］は，従来の Solowモデルに人

的資本を含むようにモデルを拡張（以下， AugmentedSolowモデルと呼ぶ）

することにより，現実の経済成長の要因が説明できることを提示している。ま

た， Helliwell等［1992］は Mankiw等 [1992］の AugmentedSolowモデ

ルを使って， crosssectionデータによる実証分析を行っており，また， Holtz

Eakin [1992］は離散型の AugmentedSolowモデルを使って，アメリカ合

衆国の各州の時系列データによる実証分析を行っている。これとは別に，

Barro [1991］や Barroand Sala i Martin [1990], [1991], [1992］は，従

来の新古典派成長モデルを踏襲し，それから得られる離散型の方程式に独立変

数を追加することにより実証分析を行っている。そしてこれらいづれの結果

も，経済成長率（従属変数）と初期所得水準（独立変数）という方程式に人的

資本等の独立変数を追加することにより，経済成長率と初期所得水準の負の相

関関係が示され，また，他の事情を一定とすれば， 1人当りの低い初期所得水準

をもっ諸国は，高い初期所得水準をもっ類似した諸国よりも，より早く成長す

るような状況（conditionalconvergence）が言及されており，内生的成長モデ

ルとの対比がなされているO またその際， transitionaldynamics （移行動学）

ーある初期（所得）水準から定常状態へ移行する動きーも必然的に論じられ，

理論から求められた速度と実証値が矛盾しないことも示されている。

しかしながら，上記のどの分析も新古典派成長モデルに依拠した実証分析で

あるが， Mankiw等 [1992］が行った連続型の方程式と Barroand Sala i 

Martin [1990], [1991], [1992］が行った離散型の方程式では，時間の扱い方

が異なっている。また transitionaldynamicsの方程式から得られる回帰式

に関しでも，従属変数として， Mankiw等はある期間にわたる l人当たりの所

得の成長率を扱っているのに対し， Barroand Sala-i-Martin [1990], [1991], 

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : None

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : MigrationNone

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : Unmarked



経済成長における移行動学と収束に関する実証分析 -31-

[1992］は2つの時点の l人当たりの所得の平均成長率で処理しているため，単

に2つの実証分析を比較・検討しても，確定的なことは言えないであろう。

以上のことを考慮して，本稿では，第2節で， Mankiw等［1992］による連

続型の AugmentedSolowモデルの方程式を Barroand Sala-i-Martin 

[1992］が行った離散型の方程式に修正する。第3節では，本稿で得られた方程

式を使って回帰分析を行い，彼らが行った実証分析を比較・検討する。さらに

追加変数として人的資本の代理変数を新たに導入し，収束の対応がどのように

変化するかを検討することにするo そして，これらの比較・検討を通じて，新

古典派成長モデルの意味する transitionaldynamicsとその帰結である収束

について考察を行い，第4節で結論を述べることにする。

2 基本モデル

本節では，序節で述べたように， Mankiw等［1992］による Augmented

Solow モデルの transitional dynamics を基にした連続型の方程式を，

Barro and Sala-i-Martin [1990], [1991], [1992］が行った離散型の方程式

に修正し，第3節の実証分析を行うための方程式を求めることにするO

2.1 モデル

ここで使用される基本となるモデルは， Mankiw等［1992］が扱った Aug-

mented SolowモデルであるO Y(t）を t時点の生産量， K(t）を t時点の物

的資本， H(t）をt時点の人的資本， A(t）をt時点の技術水準， L(t）をt時

点の労働で表わし，生産関数は次の (1）式で表されるようなコブニダグラス型

を仮定するO

Y(t) = K(t)aH(t）β（A(t)L(t)) i-aーβ ＼
、
，
ノ

唱

E
i

／

rt
、、

さらに，人口成長率 （n），貯蓄率（s），技術進歩率 （x）は外生的に与えられ

るものとし，このことから， L(t)=L(O)ent, A (t) =A (O)extと表される。また

次期に対する物的資本投資として生産量 Y(t）の一定割合 （sk）が振り向けら
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れ，人的資本投資として生産量の一定割合 （sh）が振り向けられるものと仮定

し，蓄積方程式は各々，（2）および（3）式で与えられる。なお，物的および人

的資本は δで減耗すると仮定されている20

K(t)=skY(t〕一δK(t〕

H(t）ニshY(t）一δ:Jl(t)

(2) 

(3) 

ここで（1), (2), (3）式を効率単位当たりに変換することにする。生産関数，

(1)式を L(O)ent . <rtで割ると，

Y(t) 1 R ( K(t) ＼α I H(t) ¥P 
t =A(0)1αF・（）・｛｝「（4)

L(O)e"1 ・ ex ¥ L(O）♂t. extノ＼L(o）♂t・extノ

となり，タ（のを t時点の効率的労働単位当たりの生産量 (j)(t)= Y(t)/L(t) 

ext），五（t）を t時点の効率的労働単位当たりの物的資本（五（t)=K(t)/L(t）♂）， 

五（t）を t時点の効率的労働単位当たりの人的資本（五（t)=H(t)/L(t)ext），とす

ると

タα）＝A五（t）α五（t）ペ (5) 

と表すことができる。ここで， A=A(0)1αβ である。また物的および人的資

本の蓄積方程式に関しては，（2）式の両辺を L(t）げで割ると（6）式を得る。

K(t) Y(t) _ Kα） 
一一一－n•-L(t)ext ~k L(t)ef' v L(t)ext 

乙こで，五（t)=K(t)/L(t）げであるから，これを時間で微分すれば，

K(t) 
五ω＝一一~ n・五（t). -x・正。）
L(t)e 

となり，これを変形すれば，

(6) 

(7) 

2人的資本の減耗率の解釈として， Mulliganand Sala-i-Martin [1992］は，第1

に，人々は彼らが学んだことを忘れる傾向があること，第2に，利他的に関連付けられ

た無限視野の世代家族が挙げられることを述べている。
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K(t) 
一一っす＝五（t)+(n+x）五Ct)
L(t)e--

を得る。（8）式を（6）式に代入し，整理すると，

五（の＝sk・y(t)-(n+x＋δ）五Ct)

-33-

(8) 

(9) 

となって，効率的労働単位当たりの物的資本の蓄積方程式を得ることになるo

効率的労働単位当たりの人的資本の蓄積方程式も同様な手続きを経ると， (10)

式のように得ることができるo

五（t)=sh・y(t)-(n+x＋δ）五Ct) (10) 

ここで，定常状態（五（t)=O，五（t)=O）に対応する効率的労働単位当たりの物

的資本五＊および人的資本五＊を求めることにしよう。いま（5）式を（9),

(10）式に代入し，定常状態で評価すると， (11）および (12）式が成立してい

るo

sk ・ A五＊a五＊β＝（n+x＋δ）五＊

sh・ A五＊α五＊β＝（n+x＋δ）h*

ここで， (12）式を五＊について解くと，

h＊＝（ぶfδ川古
となり，これを（11）式に代入すると (14）式を得る。

sk ・A・ k＊α・（・ sh・ A .五叶古＝（n＋叶δ）五＊
時 ＼n+x＋δ ノ

この (14）式を五＊について整理すると，

五本 (1ーα－/3)=stβ ・ ~·A ・ （n+x＋δ）－ 1

となって，結局，

(11) 

(12) 

(13) 

(14) 

(15) 
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k*=(S；一β·~·A ）二三百
＼ η＋x＋δ ／ 

(16) 

のように，定常状態での効率的労働単位当たりの資本五＊を得る。同様にして

瓦＊を求めると， (17）式を得ることができる。

fi* ＝（七：SiA）古 (17) 

ここで 1人当たりの所得 (y(t〕＝Y(t)/L (t））の対数を求めることにしよう。

(1)式の両辺を L(t）で割ると，

Y(t) f K(t) ＼α1H(t)¥fl , • 
=( )( )A(t)1β 

L(t) ¥ L(t）ノ＼L(t）ノ

=kα）αh(t）β＇A(0)1ーα－{I'e(I－αーのxt

となる。ここで， k(t),h(t）は1人当たりの物的および人的資本である。上式

に， k(t）ニポ・五Ct),h(t）ニext.五Ct）に注意して (16)(17）式を代入すると，

Y(t) 一一一＝e副・五（t)"・ ~xt • fi(t)fl ・ A(O) 1ーα－fl・eoーαβ)xt
L(t) 

ィ（A・p ・イ＼古 （A・s: 1-o ム
. ) ( sh )1一αA(0)1一α一

n+x＋δ ； ¥ n十x＋δ

α βα＋β 
ニA(O)・ e"1 • s,1 αβ ・ sP ・（n十x＋δ） τ~

となり，さらに対数をとると，

α＋β 
log y(t）ニ logA(O)+xt ・log(n十x＋δ）

1－α一β

＋~・ logsk ＋－－－－－－－＇色一・ logsh 
1一α一β “ 1－α一β “

を得ることができる。

(18) 

さて以上の準備のもとで，効率的労働単位当たりの所得の transitionaldy-

namicsを求めるために，（9）および（10）式の微分方程式系の定常状態近傍の
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解の動きを求めることにしよう。そこで，まず蓄積方程式（9）式と（10）式を

線形化しよう。（5）式の両辺を五（t）で割り，対数をとると，

l y(t) A五（t）α五（t）β
og1石了ニlog 五（t)

=log A五（t)a-1五（t)f3

=log Aiαーl)Iog印）＋βlog向）

経済成長における移行動学と収束に関する実証分析

(19) 

となるから，結局，

タ（t)_ A ~（a-l)Iog/i(t）＋βlog 五（t)
五（t） ιu

を得ることができる。同様にタCt）／五Ct）について解くと，

p
b
m
 
g
o
 o
 ω
 

＋
 

P
且σ
。。a ou A
 

一一
、ー，ノ一、
i

，ノ

九日
V

一向
V

Q
ニf
h
H

(20) 

を得ることができるO ここで，蓄積方程式（9）式と (10）式を以下のように変

型するO

(21) 

(22) 

k (t) タ（t)
一一一＝sk・一一一（n+x＋δ）
五（t) k 五ω
h（のタ（t)
－；；－：－一＝sh.っ一一一（n+x＋δ）
h(t) n h(t) 

(21)式に (19）式を，（22）式に（20）式を代入すると，（23）式，（24）式を

得るO

(23) 

(24) 

dlog五（t)=sk・A./a一助g五（t)+/3Iog五（t）ー （n+x＋δ）
dt 略

dlog五Ct)=sh・A・ea同五（t)+(/3-l)Iog五（t）ー （n+x＋δ）
dt " 

定常状態では， dlog五＊／dt=O,d log五＊／dt=Oとなることに注意して，（23)

式と（24）式を線形近似すると，
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d log五（t)
一一一一一＝（α－1）（η＋x＋δ）(log五Ct) log Ii*) 
dt 

＋β（n+x＋δ） (log h(t)-log h *), 
dlog五（t)
一一一一一＝α（n十Z十δ）(log五（t）一logfl*) 
dt 

＋（β－l)(n+x＋δ）(log五（t）一loghつ

を得ることができる。（25）式と（26）式を行列表示すると，

(25) 

(26) 

「
s
’BE
B
E
E
－」

匙
ι

也
事

《

v
h晶

rn

q白

O
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O
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一

〆’E
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－
一
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d
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d
一

「
t
’l
a
h
E
E
E
B
E
E
T
－－
t
s」 (27) 

となる。ここで，係数行列の固有値 λを求めることにしよう。

［川町＋δ）一λ 山＋的 1
α（n+x＋δ）（β l)(n+x＋δ）一λj

［（α－l)(n+x＋δ）－J] [(iS-l)(n+x＋δ）－；｛］一α：JS(n+x＋δ）2=0(28) 

であるから，この（28）式のえを求めると，

J= Cαーβ－2)(n+x＋δ）±（α＋β）（n十Z十δ）
2 

となり，

λ，＝一（1一α一β）（n+x＋δ），

λ2＝一（n＋エ十δ）

が求まる。したがって，

log五（t）一log五＊＝ψ〆1t＋仇i2t

(29) 

(30) 

を得ることができる。（25）式を log五（t)-Iog五＊について整理すると，
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l (d log五（t)
log五（t)-log五＊＝（一（n+x＋δ）（α－1)
。。 β（n+x＋δ）¥ dt 

・（附（t）→ogk*)) (31) 

を得る。ここで，（30）式を時間で微分すると

dlog五（の 2
E, ＝λ1φ1e"1t + A.2ゆ,flλ2
dt l 

を得る。この式と（30）式を（31)式に代入すると，

log五（t)-log五＊= 1 Cil1φ〆1t＋λゆ，iA2t
o β（n十x＋δ） 1 1 ,; ,;-

一（n+x＋δ）（α－1）（φ〆1t＋ゆ，13'A2う）

(32) 

= 1 Cβ（n＋エ＋δ〉ゆ〆1t＿α（n+x＋δ）ゆ,fl勾t)
β（n+x＋δ） 1 

サ 1e"1t-f . ¢13'A2t 
が求まる。ここで t=Oのとき，（30）式と（33）式は

log五（0）一log五＊＝φ1＋仇，

附（0）一logh* ＝φ1-}¢2 

となって，この連立方程式のゆI，仇について求めると，

φ一一竺ー ， 五（O)h(O)f
1－α十β 且v5 五＊五＊f’

φ一一立一九四五（0）五＊
2一α＋β 且v5五＊五（0)

(33) 

(34) 

(35) 

(36) 

(37) 

を得る。したがって，（36）式と（37）式の φl，φ2を（30）式と（33）式に代

入し， log五（t）とlog瓦（t）についてまとめると，（38）式と（39）式を得る。
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一 α 五（0）五（0）を
log五（t）ニ一一一 log " 
。 α＋/3 k*h*-f 

β 五（O)h＊ん
＋一一一一・ log~一一一一・ e"zt+log五＊，
α＋β k' h(O) 

五（0）五（O)f
log h(t) ＝一旦ー・ log " 

α＋/3 k*h*f 

β 五（0）五＊
-a+/3 ・ logy.反0)・ e zt + log h * 

を得る。ここで（5）式の両辺に対数をとると，

logタ（t)=logA＋αlog五（t）＋βlog五Ct)

となり，この式に（38）式と（39）式を代入すると

／α 五（0）五（o)f _, 
log 9(t) =log A＋α｛ーコτ . g " . e' 

＼＂＇＇ ρ k*h*"a 

＋ゐ log鳩山＋logk*) 
／α 五（0）五（0）を」
＋βl一一・log R ・61α＋β Ji.. -¥ k*hキ言

五（O)fi* ¥ 
a+fj＂町 商品附＊）

五（0）α五（0）β
=logA+log *" d • e'11+I0g五村五リ

た不αh叩

=(log A五（0）α五（0）βーIogAk村h吋）eλit+logA五村五吋

=logタ（0)・ e'11-log9• ・ e'11+logタ＊

=(1-e Al）・ logタホ＋eM ・logタ（0)

(38) 

(39) 

(40) 

(41) 

となる。ここで， A,＝一λ1=Cl－α＋β）（n+x＋のである。こうして transi-
tional dynamicsを示す方程式を得ることができた。ここでさらに，（41)式の

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : None

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : MigrationNone

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : Unmarked



経済成長における移行動学と収束に関する実証分析 -39-

連続型の transitionaldynamicsをもとにした離散型の方程式を求めること

にしよう。まず，（41)式より

log[y(t)e-xt] =eλt logタ（0)+ (1-e-u)logタペ

であるから， t=Tのとき，

log y(T) -xT=e-AT logタ（0)+ (1-e-AT) log .9 *, 

t=Oのとき，

log y(O) =log .9(0) 

であるから，（43）式と（44）式を使うと，

(42) 

(43) 

(44) 
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(45) 

となり， O時点と T時点問にわたる期間の連続型の 1人当たりの所得yの平

均成長率を得ることができる。ここで，この（45）式を使って， t国の離散型の

方程式を求めることにしよう。いま， tとt-1という 1期間の離散型の 1人当

たりの生産量 yの平均成長率を考えてみよう。（45）式を使って， Tニtのと

き，

1 Yit 1-e一λt 9t 
-・ logーと＝均十一一一一一・ log-=::-
t Yi，。 t .9io 

(46) 

となる。ここで Yitはt国の t期の 1人当たりの所得を表すものとする。（46)

式を変形すれば，

log Yit=log Yi0+xi・t+(l-e-.1.t)log .9t-(1-e-.1.t)logタω

=xi・ t+ (l-e-.1.t) log .9t +e-.1.t log Yio 

であり， T=t-1のとき，

(47) 

log Yi, tー1ニ鳥・（t-1)+ (l-e-.1.ct-n)logめ＊十e一λ（t-1)logyiO (48) 
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となる。さらにこの式を変形すると（49）式を得る。

log Yio =e'Ct ll logぬt-1-e'(tl)・X;(t-1)

-eλ（t-l)・(1 e-1.c1 n）・ logj;'+logN

(49）式を（47）式に代入すると，

logyit=x；・t+(l-e一λ引ogj;'+e-1.1[/<,-o・ logタi,tー1

-e•Ct-n ・ X； ・（t-1)-e"Ct-iJ ・ log J;" + log Jt] 

=x;・t+(l e-1.)logタt+e ,. log Yi. 1_1-e-1.・X；・（t-1)

(49) 

となり，上式の両辺から logY;,1-1を差し引くと，下記の（50）式を得ることが

できる。

logyit-logぬ1-1=x;・ t+(l-e ')logN (1-e λ） 

・ logy. 1 1-e一λ• X；・（t-1) (50) 

さらに実際のデータを利用する際には，ある初期点 toとto十Tというある

程度長期に渡る期聞を扱うので， その期間の yの平均成長率の式を求めるこ

とにする。 to+Tとらという 2つの時点に相当する（50）式は，

log Yi, to+T一logY;, 10 =x;(t0+T) + (1-e λT)logタf

一(1-e一λT）・logY;, 10 -e ・;iT • X；・ら

であるから，

同主：~ =x;・T十(1-e-u)(log Jt均・ to)
.Yi, to 

一（1-eλ勺・ logy；，匂

を得る。両辺を Tで割ると，

1 Y;, A』申
一一log~ =a-yo-e－勺・ log(y;,to) 
T Y；， 句

(51) 
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を得る。ここで， α＝xi+(1/T) (I-e-AT）・[logYl + Xito］であるO

こうして transitionaldynamicsにもとづく離散型の方程式を求めること

ができた。ここで（51)式のタ＊は，（18）式から求めることができたから， (18)

式と（51）式を利用すると，本稿で扱う最終的な方程式を得ることができる。

いま， (18）式を変型すると， y=ext・9より，

α＋β 
logy* =log A(O）－・ log(n十x＋δ）

1－α－β 

＋ α ・logsk+ /3 ・logsh 
1－α一β ，. 1一α一β “

(52) 

となって，これを（51)式に代入し，整理すると，

I Yi, t0+T I 1 
-log－一一＝[I +-(1-e-u)t ]x +-(I-e一内・ log A(O) 
T Yi. to T o i T 

十よ(I-e－勺・ α ・logsk 
1－α－β 舟

＋上(I-e－λう． β ・logsh 
1－α－βn  

－上(I-e－η．α＋β・ Iog(n+x＋δ） 
1一α一β

一÷(1一e一勺 lo i, to) (5 

となつて， to+Tとtoという期間の平均成長率を求めることができるO (53) 

式の意味するところは， transitionaldynamicsをもとにした離散型の方程式

で，（51）式によって Mankiw等［1992,p423, (16）式］と Barroand Sala 

-i-Martin [1992, p230, (15）式］が行った実証分析の比較が可能となるとい

うことであるo たとえば， unconditionalconvergenceに関し， Barroand 

Sala-i-Martin [1992, p241］が行っている“Comparisonwith Findings 

across Countries”の回帰式のもとになる方程式は
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1 Y;n+T 1 e 』T
干 log」 7 ニ x＋一一不一一・ (logj) * + xt0) 
i 少to 1 

’ AβT  
二言「一 logiん (54) 

である。ここで，

2βニ（1J!2十4（土町（川十批）・「止吐主主ー（n十Z十δ）lY2玖
＼＼ σ ／ Lα 」／

1J!＝ρ－n一(I-e)x>O

である30 したがって，これら 2つの方程式が異なるのは定数項の扱いのみであ

ることが理解できる。 また conditional convergence に関しては， Barro 

[1991］および Barroand Sala一i-Martin[1990], [1991], [1992］において，

(54）式に，定常状態への追加変数として， 1960年の初等・中等教育の学校登録

率， 1970-1985年の（軍事と教育を除く）平均政府消費支出， 1960 1985年の

革命とクーデタの平均回数等を追加して回帰式を求めているのに対し，

Mankiw等［1992］は，（53）式からわかるように，物的資本への投資率（sk),

人的資本への投資率（sh）と外生変数 （n+x＋δ）の3つの変数が追加されてい

るが，それらの変数が Barroand Sala-i Martin [1990], [1991], [1992］と

の追加変数と異なるのは， l人当たりの所得との関係式から導出されていると

いうことである。

3 実証分析

さて，これまで新古典派成長モデルが予測する定常状態への収束に関する実

証分析を行うため，およびこれに関する， Mankiw等［1992］と Barroand 

3 Barro and Sala i Martin [1990], [1991], [1992］は， Cass-KoopmansModel 

にもとづき，資本蓄積の実行可能経路に沿うような消費を最大化する体系のもとでの

transitional dynamicsを求めている。この時の Sの求め方は Sala-i-Martin[1990] 

の28 30ページを参照のこと。なお θはリスク回避係数， ρは時間選考率である。
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Sala-i-Martin [1990], [1991], [1992］の実証結果を比較するため，（53）式

を求めたわけであるが，本節では（53）式を使って実証分析を行うことにする。

実証分析を行う前に，それに使用されるデータおよびサンフ。ルについて以下に

述べることにしよう。

3.1 データとサンプル

データに関し， l人当たりの所得水準ω），物的資本への投資率（sk），人的
資本への投資率（sh）については， Mankiw等のデータ（つまり Summers

and Heston [1988］のデータ）を使用することにする。また Mankiw等

[1992］の回帰分析とは別に， Barro[1990］および Barroand Sala-i-Martin 

[1990], [1991], [1992］と対比させるために，人的資本に着目して，初期所得

水準ω）に対する追加独立変数として， 1965年と1985年での初等・中等・高等
教育に在学している学生の総人口に占める平均の割合4，さらに最近，内生的成

長モデルで考慮されている R&D活動の代理変数として， 1985年における総人

口に占める科学者および技術者の割合5を取り上げ，その追加変数がどの程度，

transitional dynamicsおよび収束を説明できるかを分析するO なお， x＋δは

Mankiw等［1992］に従って， 0.05を採用する。

またサンプルとして， Mankiw等［1992］と Barroand Sala-i-Martin 

[1990], [1991], [1992］に合わせるために，彼らが使用した98ヶ国のデータお

よび OECD諸国6について，まずグループ分けを行う。さらに， Helliwell等

[1992］が所得について四分位数でグループ分けしているのに対し，本稿では，

同質的経済体はそれ自体の定常状態に収束することを考慮して，世界銀行発行

4 1967年， 1987年， 1988/89年の『世界統計年鑑』（国際連行統計局）および1968年と

1990年の『世界人口年鑑』（国際連合）を使用。

5 1980年と1992年の『ユネスコ文化統計年鑑』を使用。

6 Mankiw等［1992］の OECD諸国（22ヶ国）で Barroand Sala-i-Martin 

[1992] (20ヶ国）が定義している諸国に入っていない国は Icelandと Luxemburgで

あり， Mankiw等［1992］が定義している諸国に入っていない国は， Japan,Finland, 

Australia, New Zealandである。従って共通国は， Austria, Belgium, Denmark, 
France, Germany (West), Greece, Ireland, Italy, Netherland, Norway, Portugal, 

Spain, Sweden, Switzerland, Turky, UK, Canada, USAの18カ国である。
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の『WORLDDEBT TABLES 199Q-91』に従い，低所得国，中所得国に，そ

して高所得国として OECD諸国の3グループに分け，回帰分析を行うことに

する。また，参考として， Helliwell等［1992］が行った地域別（アフリカ，ア

ジア，ラテン・アメリカ， OECD）にグループ分けも行うことにする。

3.2 回帰分析の結果

(53）式を使った回帰分析結果（Mankiw [Mod.］と表示する）および Barro

and Sala-i-Martin [1992］と Mankiw[1992] (Mankiw [Ori.］と表示する）

の回帰分析結果を表 1にまとめている。経済成長率と初期所得水準との関係

(unconditional convergence）は， OECDのサンプルを除き， 3つの回帰分析

はほぼ同じ結果であり， OECDに関しでも， Barroand Sala-i-Martinの収

束のスピード λの値が，他の回帰分析結果から得られたものと比べて小さい

だけであり，符号も一致している。この Aの値の相違は， OECDに関する定義

に起因しているものと考えられる。特に Barroand Sala-i-Martinが定義し

た OECD諸国に日本が含まれておらず， 1960年から1985年までの日本の経済

成長率の高さを考虚すれば， Barroand Sala-i Martinの λの値が小さいこ

とはある程度理解できるであろう。結局， unconditionalconvergenceに関し

ては， 98ヶ国では，収束するという結果を得ることができず， OECD諸国では，

その経済成長率 (1人当たりの所得水準）は収束するという，これまでの研究結

果と同じ結果を得ることになる。追加変数として， Sk,n+x＋δ，Sh，の3つを

追加し，初期所得水準と経済成長率との関係（conditionalconvergence）をみ

てみると， 98ヶ国および OECD諸国ともに λの符号はプラスで，経済は定常

状態に向かつて収束するという結果を得た。収束のスピードについては，各回

帰分析結果とも， OECD諸国については同じ値であるが， 98ヶ国については，

Barro and Sala-i-Martinのλが年当たり1.84%で。あるのに対して（53)

式で得られた結果は年当たり1.35%であった。これを transitionaldynamics 

における 1人当たりの所得， y，ついての定常状態への半減年数を計算すると，

Barro and Sala-'-i-Martinの回帰結果では，約37年，本稿の（53）式の結果は

約51年である。ちなみに， OECD諸国の半減年数は約34年である。 ここで，
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(53）式による98ヶ国の conditionalconvergenceの回帰分析結果を利用し

て，日本の平均経済成長率の transitionaldynamicsを求めると，図－1のよ

うになる7。図一1から言えることは， 1960年から出発する日本経済は，平均経

済成長率に関して，かなり長期間にわたって収束の傾向を示している。さらに，

unconditional convergenceについて， OECD諸国の回帰分析結果を利用し

て，やはり日本の平均経済成長率の transitionaldynamicsを図示すれば，図

-2のようになる。この場合，長期にわたる transitionaldynamicsは図－1

と同じであるが，収束スピードが急速であることから，半減年数は uncondi-

tional convergenceのほうが短くなる点で，図－1と異なる。したがって，平

均成長率の transitionaldynamicsによる収束は， unconditionalconver-

genceの方が急速であることになる。

表－2は Helliwell [1992］による所得の四分位数に基づく回帰分析結果と

(53）式による低所得国・中所得国・高所得国の3グループに基づく回帰分析

結果を比較したものであるOえに関し， Helliwellの結果から，各所得グループ

の規則的順位を決めることはできないが，（53）式による回帰分析結果は，所得

が高いほど収束スピードが低く，新古典派成長モデルが予測する収束を示して

いる。またその値はいづれもかなり高く， l人当たりの所得， y，についての半

減年数は35-26年であるo

表－3は，初期所得水準 Ytoに，人的資本の代理変数を加えた回帰分析結果

である。これらの結果のいづれも，決定係数の値が低く，人的資本と平均経済

成長率との相関関係、に疑問が生じているO また，収束のパラメータ， λ，に関し

ては，初等教育については収束の傾向を示さず，それ以外の追加変数はわずか

ではあるが，収束を示している。

表－4は，地域別による回帰分析結果で，（53）式による結果と Helliwell等

[1992］の結果を示したものである。 unconditionalconvergenceについては，

アジアを除いて収束を示すが，アフリカについては極めて小さな収束を示し，

7 Barro and Sala-i-Martin [1992］の transitionaldynamicsを求める際，各係

数の値が不明のため，本稿で得られた係数を採用した。したがって両者の相違点は，収

束スピード， A，のみであるo
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OECD 諸国とラテン・アメリカは明らかに収束を示している。 conditional 

convergence については，アジアを除き，収束を示し，決定係数も0.31-0.65

である。しかしながら，アジアについては収束がみられず，収束を議論する限

り，この区別の仕方は適切で、はなししかも，バングラデシュから日本までと，

経済規模が格段に異なるととに注意する必要がある。この区分に関しては，

OECD諸国とラテン・アメリカが新古典派の予測どうりであり， しかもそれ

ら経済的体質が同質的であることも留意すべきであろう。

3.3 回帰分析の考察

以上のように，（53）式による回帰分析結果を考察すると，次のような結論を

得ることができる。まず第lに， Barroand Sala i Martin [1992］が得た結

果と，本稿で得られた結果を比較すると， unconditionalconvergenceおよび

conditional convergenceのいづれに関しでも， その大小関係は同じであっ

た。しかしながら，その値については， unconditionalconvergenceでは，

OECD諸国の λに著しい相違がみられ，その原因として， 3.2で述べたよう

に， OECD諸国の定義に起因するものと考えられる0 conditional converg-

enceでは， OECD諸国についてはまったく同じ λの値を得ているのに対し，

98ヶ国の Aはかなり異なっている。この原因として， OECD諸国は追加変数

の相違にもかかわらず，明白な収束を示していることから，その追加変数の経

済成長率への影響は同じであるが， 98ヶ国に関しては，その追加変数によって，

経済成長率が左右された結果であると考えられる。したがって，これらの考察

より， 98ヶ国の回帰結果は，追加変数により左右されていることが推測される。

第2に， unconditionalconvergenceに関しては， Barro[1991]が指摘し

たように， 98ヶ国の回帰分析から，新古典派成長モデJレが予測する収束とそれ

に付随する transitionaldynamicsを得ることはできなかった。しかしなが

ら， Baumol[1986］を始め，多くの研究者が述べているように， OECD諸国

およびラテン・アメリカ諸国については，収束と transitionaldynamicsを

得ることができた。その際， OECD諸国の λの値は，年当たり約1.7%，ラテ

ン・アメリカは1.3%で，その経済が定常状態に達する半減変数は各々40年と
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53年である。

次に， conditionalconvergenceに関しては，ほとんどのサンプルで収束と

transitional dynamicsを確認できた。また98ヶ国のサンフ。ルから得られた λ

=0.0135よりも， OECD諸国のサンプルから得られたえ＝0.0203のほうが大

きく，新古典派成長モデルの予測するえの大小関係から察すれば，矛盾する結

果である。これに対し，所得グ、ループによる回帰分析結果は，その他の結果と

比べ，収束の傾向がはっきりしており，また低開発国（低所得国）ほど収束の

スピードが早く，新古典派成長モデルの理論と一致することになる。この2つ

の対照的な結果は， 98ヶ国と OECD諸国のデータの分散によるものではない

かと考えられる。また，人的資本の代理変数である教育段階については，中等

教育がもっとも収束に対して良い結果を得た。さらに教員数や科学者と技術者

の数についても，収束を示す結果を得た。そしてこの人的資本に関する結果は，

1つの変数を追加することにより， 経済成長率と初期所得水準が負の相関関係

となるような要因をこれら変数が含んでいることを意味している点で、重要で、あ

ると考えられる。

最後に， transitionaldynamicsを把握するために（53）式に基づき，いま，

Aニ0.02として，表－1の OECDの回帰結果を利用してアメリカ経済につい

てシュミレーションを行うと，定常状態への半減年数はおよそ73年であった。

この結果は Mankiw等［1992］が理論的に求めた半減年数35年よりも長い半

減年数であり，また Solowモデルの約4倍という結果であった。

4 結 量五
回目

基本モデルに基づく回帰分析は，新古典派成長モデルが予測する経済成長率

と初期所得水準との負の相関関係は， conditionalconvergenceの下では，ほ

とんどの場合成立し，また収束スピードも低開発国（低所得国）程大きく，ま

た早く経済成長を達成できるという結果を得た。これらは，その条件の下で，

その経済が収束することを意味し， transitionaldynamicsも実証的な観点、か

ら，それほど大きな矛盾はないと考えられ，新古典派成長モデルを支持しえる
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結果を得た。また， Barroand Sala-i-Martinが行った実証分析と Mankiw

等が行った実証分析については，特に， Barro[1991］が行ったように，多くの

追加変数を導入しなくても， Mankiw等［1992］のように3つの追加変数の導

入のケースでも，十分に収束および transitionaldynamicsを得ることがで

きた。しかしながら，収束と transitionaldynamicsはある条件（conditional 

convergence）のもとで成立しており，これに対する明確な回答が必要で、あり，

(53）式で使用される人的資本の代理度数の扱い方についても，今後より一層の

改良の余地が残されている。また，今回はデータの都合上行うことができな

かったが、 Barroand Sala-i-Martin [1990], [1991], [1992］が提起してい

る“u一収束”（諸国間あるいは地域聞にわたる経済の分散があり収束するとい

う概念〕についての実証分析も残されている。

表－1 98カ国と OECD諸国の回帰分析結果

Barro and Martin Mankiw [Mod.] Mankiw [Ori.] 

98カ国 OECD 98カ国 OECD 98カ国 OECD 

Unconditional Convergence 

CONSTANT -0.0107 0.1474 -0.266 3.69 
(0.015) (0.027) (0.380) (0.68) 

log Ytoi 0.0038 0.0014 0.0943 0.341 
(0.002) (0.003〕 (0.0496) (0.079) 

R2 0.04 0.45 0.04 0.49 0.03 0.46 

s e. e 0.0183 0 .0051 0.0176 0.0073 0.44 0.18 

Implied λ -0.0037 0 .0095 -0.0036 0.0167 -0.0036 0.0167 

Conditional Convergence 

CONSTANT 0 .1266 0.1102 3.04 2.81 
(0.033) (0.048) (0.83) (1.19) 

log Ytoi 0.0114 -0.0159 -0.289 -0.398 
co .002) (0 .003) (O .062〕 (0.070) 

log SK 0.0207 0.0133 0.524 0.335 
co .003) (0.007) (0.087) (0.174) 

log (n+x十占） -0.0179 0.0345 -0.505 -0.844 
(0.011) (0.014) (0. 288) (0.334) 

log sh 0.0095 0.0091 0.233 0.233 
〔0.002) (0.006) (0.060) (0 .144) 

R2 0.52 0.69 0.46 0.72 0.46 0.65 

s. e. e 0.0133 0.0046 0.0131 0.0059 0.33 0.15 

Implied λ 。.0184 0.0203 0.0135 0.0203 0.0137 0.0203 

Mod.: (53）式による回帰分析結果
Ori.: Mankiw等による回帰分析結果

（）内は標準誤差
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表－2 所得グループの回帰分析結果

Helliwell [1992] Mankiw [Mod.] 

Quartile ls(2~t· 2nt2iua. 3r~2iua. 4t~2~ua. Low Middle OECD 
Observation (31) (37) (22) 

Conditional Convergence 

CONSTANT 7.392 5.830 12.05 3.869 0.217 0.218 0.110 
(1.289) (1.256) (3.522) (2.236) (0.155) (0.052) (0.048) 

log Ytoi -0.817 -0.846 -1.069 -0.772 -0.0198 -0.0193 -0.0159 
(0.111) (0.107) (0.252) (0.162) (0.009) (0.003) (0.003) 

log SK 0.564 0.222 0.170 0.338 0.0149 0.0173 0.0133 
(0.198) (0.156) (0.164) (0.108) (0.006) (0.005) (0.007) 

log (n+x＋δ） -0.233 -0.226 0.643 -0.330 0.0120 -0.005 -0.035 
(0.348) (0.323) (0.830) (0.621) (0.048) (0.018) (0.014) 

log sh 0.013 0.071 0.310 0.022 0.0049 0.0065 0.0091 
(0.212) (0.117) (0.120) (0.077) (0.004) (0.004) (0.006) 

R2 0.776 0.758 0.581 0.558 0.158 0.568 0.651 

s. e. e 0.203 0.183 0.278 0.230 0.013 0.010 0.006 

Implied il 0.068 0.0748 0.107 0.0591 0.0270 0.0264 0.020 

Mod.: (53）式による回帰分析結果
（〉内は標準誤差

表－3 人的資本に関する回帰分析

教育段階 教員数
およ科び学技者術者

初（7等7) 中（7等7) 高（7等7) Observation (43) (48) 

Conditional Convergence 

CONSTANT 0.0136 0.0967 0.0711 0.1430 0.1300 
(0.02274) (0.02970) (0.02963) (0.05590) (0.03598) 

log Yt0i 0.0029 -0.0048 -0.0030 -0.0060 -0.0070 
(0.00238) (0.00292) (0.0030) (0.0051) (0.0032) 

AJ:;~~1;1 
0.0677 0.0121 0.0055 0.0149 0.0072 
(0.0047) (0.0122) (0.0016) (0.0046) (0.0018) 

R2 0.0413 0.2006 0.1350 0.1826 0.2212 

s. e. e 0.0180 0.0165 0.0171 0.0200 0.0154 

Implied il -0.0028 0.0051 0.0031 0.0066 0.0077 

（）内は標準誤差
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表－4 地域別の回帰分析結果

1) (53）式による回帰分析結果

Area AFRICA ASIA L.A. OECD 
Observation (38) (17) (21) α2) 

Unconditional Convergence 

CONSTANT -0.0215 -0.0803 0.1009 0.1475 
(0.0407) (0.0475) (0.0382) (0.0274) 

log Y,1i -0.0017 0.0153 -0.0112 -0.0136 
(0.0059) (0.0064) (0.0048) (-0.0031) 

R2 -0.0253 0.2277 0.1812 0.4597 

s. e. e 0.0181 0.0155 0.0123 0.0073 

Implied λ 0.0018 -0.0130 0.0130 0.0167 

Conditional Convergence 

CONSTANT 0.1657 0,0852 0.2066 0.1102 
(0.1001) (0.1640) (0.0651) (0.0480) 

log Yw1 -0.0132 0.0006 -0.0147 -0.0159 
(0.0059) (0.0097) (0.0045) (0.0028) 

log SK 0.0172 0.0362 0.0219 0.0133 
(0.0052) (0.0121) (0.0073) (0.0070) 

log (n+x＋占） 0.0076 0.0091 0.0157 -0.0345 
(0.0336) (0.0443〕 (0.0191) (0.0135) 

log sh 0.0068 -0.0114 -0.0015 0.0091 
(0.0038) (0.0134) (0.0075) (0.0058) 

Rz 0.311 0.460 0.494 0.651 

s. e. e 0.015 0.013 0.010 0.006 

Implied .l. 0.016 -0.0006 0.0183 0.0202 

（）内は標準誤差

2) Helliwellの回帰分析結果（表－4のつづき）

Observation (38) (13) (18) (22) 

c。nditionalConvergence 
CONSTANT 0.826 2.665 5.050 

／－ー!16¥（ー） （一〉 （一）

Jog y同i -0.402 0.095 -0.645 -0.437 
(0.159) (0.430) (0.153) (0.061) 

log SK 0.49哩 1.091 0.269 0.402 
(0.134) (0.373) (0.211) (0.148) 

log (n+x＋δ） -0.223 -0.083 -0.048 -0.935 
(0.849) (2.353) (0.537) (0.286) 

log sh 0.129 -0.401 0.236 0.222 
(0.096) (0.339) (0.224) (0.122) 

Rz 0.315 0.505 0.620 0.751 

s. e. e 0.370 0.337 0.223 0.124 

Implied λ 0.0206 -0.0036 0.0414 0.0230 

）内は標準誤差
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図－1 Transitional Dynamics ：日本（ConditionalConvergence) 

Steady State 

(Mankiw [ Mod. J ) 

.:l =0.0184 
(Barro and Martin) 

250 500 year 

図－2 Transitional Dynamics ：日本（UnconditionalConvergence) 

Steady State 

(Barr。andMartin) 
.:l =0.0095 

え＝0.0167
(Mankiw [ Mod. ] ) 

250 500 750 year 
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